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２ 定義

３ 登録の対象

市民等に親しまれ、かつ、良好な都市景観の形成上の価
値を有すると認められる建築物等、樹木等の有体物若し
くは公共施設又はこれらと一体となって都市景観を形成
している土地その他の物件を都市景観資源として登録す
るもので、都市景観委員会の意見聴取を経て、市長が登
録を行うもの。（条例第33条）

・建築物（歴史的建築物や建築物群等）
・工作物（橋梁等の土木構造物を含む）
・モニュメント
・樹木
・公共施設（道路、河川等）
・上記が一体となった複合物
※ 期間（季節、時間等）限定的な物件も対象

１ 目的

良好な都市景観の形成上の価値を有する建築物等を都市
景観資源として登録し、広く市民の方に知ってもらい地
域の景観に関心をもってもらうことで、市民の地域への
愛着や誇りを醸成し、地域の特性を生かした景観づくり
を進めていくこと。

４ 外観変更等に対する制限

特になし

５ 登録実績 402件（令和３年５月末現在）
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法85条の２

景観重要建造物である建築物に対する制限の緩和

景観法第十九条第一項の規定により景観重要建造物として指

定された建築物のうち、良好な景観の保全のためその位置又は

構造をその状態において保存すべきものについては、市町村は、

同法第二十二条及び第二十五条の規定の施行のため必要と認め

る場合においては、国土交通大臣の承認を得て、条例で、第二

十一条から第二十五条まで、第二十八条、第四十三条、第四十

四条、第四十七条、第五十二条、第五十三条、第五十四条から

第五十六条の二まで、第五十八条、第六十一条、第六十二条、

第六十七条第一項及び第五項から第七項まで並びに第六十八条

第一項及び第二項の規定※２の全部若しくは一部を適用せず、

又はこれらの規定による制限を緩和することができる。

（景観法運用指針）

・制限の適用除外や緩和の条例を定める際には、原則として、
景観重要建造物ごとに、適用除外や緩和を行う制限につい
て検討すべきである。しかし、例えば、壁面線による建築
制限等について、地域の景観上の特性及び目指すべき将来
の景観像からみて、同一の制限の適用除外や緩和を図るこ
とができると考えられる場合には、景観計画区域内で景観
重要建造物の指定の方針が定められた区分ごと、建築物の
類型ごと等により制限の適用除外や緩和を検討することも
考えられる。

・適用除外や緩和措置について、火災時における周囲への危害
抑制の観点から、適切な措置を講じるなど、その措置には
配慮が必要

（適用除外及び制限緩和の対象）※抜粋

第21条 大規模建築物の主要構造部等

第22条 屋根

第23条 外壁

第24条 建築物が第22条第１項の市街地の区域の内外にわたる場合の措置

第25条 大規模の木造建築物等の外壁等

第28条 居室の採光及び換気

第43条 敷地等と道路との関係

第44条 道路内の建築制限

第47条 壁面線による建築制限

第52条 容積率

第53条 建蔽率

第54条 第一種低層住居専用地域等内における外壁の後退距離

第55条 第一種低層住居専用地域等内における建築物の高さの限度

第56条 建築物の各部分の高さ

第56の2条 日影による中高層の建築物の高さの制限

第58条 高度地区

第61条 防火地域内の建築物

第62条 準防火地域内の建築物

第67条（第１・５～７項）特定防災街区整備地区

第68条（第１・２項）景観地区 ※第１項：高さ、第２項：壁面の位置

※主に外観に関する
規定の緩和

参考６ 建築基準法の緩和規定 ①第85条の２（景観重要建造物）
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（法３条）適用の除外

この法律並びにこれに基づく命令及び条例の規定

は、次の各号のいずれかに該当する建築物について

は、適用しない。

一 文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十四

号）の規定によつて国宝、重要文化財、重要有形

民俗文化財、特別史跡名勝天然記念物又は史跡名

勝天然記念物として指定され、又は仮指定された

建築物

二 旧重要美術品等の保存に関する法律（昭和八年

法律第四十三号）の規定によつて重要美術品等と

して認定された建築物

三 文化財保護法第百八十二条第二項の条例※その

他の条例の定めるところにより現状変更の規制及

び保存のための措置が講じられている建築物（次

号において「保存建築物」という。）であつて、

特定行政庁が建築審査会の同意を得て指定したも

の

四 第一号若しくは第二号に掲げる建築物又は保存

建築物であつたものの原形を再現する建築物で、

特定行政庁が建築審査会の同意を得てその原形の

再現がやむを得ないと認めたもの

（文化財保護法）第182条第２項
地方公共団体は、条例の定めるところにより、重要文化財、重要無形文化財、重

要有形民俗文化財、重要無形民俗文化財及び史跡名勝天然記念物以外の文化財で
当該地方公共団体の区域内に存するもののうち重要なものを指定して、その保存
及び活用のため必要な措置を講ずることができる

横浜市 京都市 神戸市

条例
名称

横浜市魅力ある都市
景観の創造に関する
条例

京都市歴史的建築物の保
存及び活用に関する条例

神戸市都市景観条例

制定日 H25.12 H24.３.30 H22.12.20

対象
特定景観形成
歴史的建造物

景観重要建造物
国登録有形文化財
府登録有形文化財
市登録有形文化財

歴史的風致形成建造物
歴史的意匠建造物

景観形成重要建築物

実績 ２件 ４件 １件

（参考）法第3条第1項第３号に基づく条例の制定状況

歴史的建築物の活用に向けた条例整備ガイドライン及び建築企画課へのヒアリングに基づき作成

参考６ 建築基準法の緩和規定 ②第３条
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２４－８
文化財建造物である家
屋の敷地の用に供され
ている宅地の評価

文化財保護法（昭和25年法律第214号）第27条第1項に規定する重要文化財に指定された建造物、
同法第58条第1項に規定する登録有形文化財である建造物及び文化財保護法施行令（昭和50年政令第
267号）第4条第3項第1号に規定する伝統的建造物（以下、これらを「文化財建造物」という。）で
ある家屋の敷地の用に供されている宅地の価額は、それが文化財建造物である家屋の敷地でないも
のとした場合の価額から、その価額に次表の文化財建造物の種類に応じて定める割合を乗じて計算
した金額を控除した金額によって評価する。

８９－２
文化財建造物である家
屋の評価

文化財建造物である家屋の価額は、それが文化財建造物でないものとした場合の価額から、その
価額に24-8((文化財建造物である家屋の敷地の用に供されている宅地の評価))に定める割合を乗じて
計算した金額を控除した金額によって評価する。

国税庁法令解釈通達（抜粋）

重要文化財 0.7 登録有形文化財 0.3 伝統的建造物 0.3

４４
景観重要建造物である
家屋及びその敷地の評
価

景観法に基づき景観重要建造物に指定された家屋及びその敷地の用に供されている宅地について
は、財産評価基本通達5（評価方法の定めのない財産の評価）の定めに基づき、同通達24－8及び89
－2に定める伝統的建造物である家屋及びその敷地の用に供されている宅地の評価方法に準じて、そ
れが景観重要建造物である家屋及びその敷地の用に供されている宅地でないものとした場合の価額
から、その価額に100分の30を乗じて計算した価額を控除した金額によって評価します。

国税庁法令質疑応答事例（土地等家屋の評価）

引用：国税庁ホームページ

参考７ 相続税財産評価額の控除
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